








資 料 経営の健全性に関する指標について 自己資本比率は、16.19％と高い健全性を維持しています。

自己資本の構成に関する事項（単体） 自己資本の充実度に関する事項（単体）

金融再生法ベースによる不良債権比率と残高推移

時価のある有価証券の評価情報

コア資本に係る基礎項目（１）
普通出資または非累積的永久優先出資に係る会員勘定の額
 うち、出資金及び資本剰余金の額
 うち、利益剰余金の額
 うち、外部流出予定額（△）
 うち、上記以外に該当するものの額
コア資本に係る基礎項目の額に算入される引当金の合計額
 うち、一般貸倒引当金コア資本算入額
 うち、適格引当金コア資本算入額
適格旧資本調達手段の額のうち、コア資本に係る基礎項目の額に含まれる額
公的機関による資本の増強に関する措置を通じて発行された資本調達手段の額のうち、
コア資本に係る基礎項目の額に含まれる額
土地再評価額と再評価直前の帳簿価額の差額の45パーセントに相当する額のうち、
コア資本に係る基礎項目の額に含まれる額
コア資本に係る基礎項目の額　(イ)
コア資本に係る調整項目(２)
無形固定資産（モーゲージ・サービシング・ライツに係るものを除く。）の額の合計額
 うち、のれんに係るものの額
 うち、のれん及びモーゲージ・サービシング・ライツに係るもの以外の額
繰延税金資産（一時差異に係るものを除く。）の額
適格引当金不足額
証券化取引に伴い増加した自己資本に相当する額
負債の時価評価により生じた時価評価差額であって自己資本に算入される額
前払年金費用の額
自己保有普通出資等（純資産の部に計上されるものを除く。）の額
意図的に保有している他の金融機関等の対象資本調達手段の額
少数出資金融機関等の対象普通出資等の額
信用金庫連合会の対象普通出資等の額
特定項目に係る10パーセント基準超過額
 うち、その他金融機関等の対象普通出資等に該当するものに関連するものの額
 うち、モーゲージ・サービシング・ライツに係る無形固定資産に関連するものの額
 うち、繰延税金資産（一時差異に係るものに限る。）に関連するものの額
特定項目に係る15パーセント基準超過額
 うち、その他金融機関等の対象普通出資等に該当するものに関連するものの額
 うち、モーゲージ・サービシング・ライツに係る無形固定資産に関連するものの額
 うち、繰延税金資産（一時差異に係るものに限る。）に関連するものの額
コア資本に係る調整項目の額　(ロ)
自己資本
自己資本の額((イ)－(ロ))（ハ）
リスク・アセット等　(３)
信用リスク・アセットの額の合計額
 うち、経過措置によりリスク・アセットの額に算入される額の合計額
  うち、他の金融機関等向けエクスポージャー
  うち、上記以外に該当するものの額
オペレーショナル・リスク相当額の合計額を８パーセントで除して得た額
信用リスク・アセット調整額
オペレーショナル・リスク相当額調整額
リスク・アセット等の額の合計額　 (ニ)
自己資本比率
自己資本比率((ハ)／(ニ))

イ．信用リスク･アセット･所要自己資本の額の合計
 ①標準的手法が適用されるポートフォリオごとのエクスポージャー
  (ⅰ)ソブリン向け
  (ⅱ)金融機関及び第一種金融商品取引業者向け
  (ⅲ)法人等向け
  (ⅳ)中小企業等･個人向け
  (ⅴ)抵当権付住宅ローン
  (ⅵ)不動産取得等事業向け
  (ⅶ)3ヵ月以上延滞等
  (ⅷ)信用保証協会等による保証付
  (ⅸ)出資等
   出資等のエクスポージャー
   重要な出資のエクスポージャー
  (ⅹ)上記以外
   他の金融機関等の対象資本等調達手段のうち対象普通出資等及び
   その他外部TLAC関連調達手段に該当するもの以外のものに係るエクスポージャー
   信用金庫連合会の対象普通出資等であってコア資本に係る調整項目の
   額に算入されなかった部分に係るエクスポージャー
   特定項目のうち調整項目に算入されない部分に係るエクスポージャー
   総株主等の議決権の百分の十を超える議決権を保有している他の金融機関等に係る
   その他外部TLAC関連調達手段に関するエクスポージャー
   総株主等の議決権の百分の十を超える議決権を保有していない他の金融機関等に係るその他外部TLAC
   関連調達手段のうち、その他外部TLAC関連調達手段に係る5%基準額を上回る部分に係るエクスポージャー
   上記以外のエクスポージャー
 ②証券化エクスポージャー
  証券化　　STC要件適用分
  　　　　　非STC要件適用分
  再証券化
 ③リスク・ウェイトのみなし計算が適用されるエクスポージャー
  ルック・スルー方式
  マンデート方式
  蓋然性方式（250％）
  蓋然性方式（400％）
　　　フォールバック方式（1,250％）
 ④経過措置によりリスク･アセットの額に算入されるものの額
 ⑤他の金融機関等の対象資本等調達手段に係るエクスポージャーに係る経過措置により
　　　リスク･アセットの額に算入されなかったものの額
 ⑥CVAリスク相当額を8%で除して得た額
 ⑦中央清算機関関連エクスポージャー
ロ．オペレーショナル･リスク相当額の合計額を8%で除して得た額
ハ．単体総所要自己資本額（イ＋ロ）
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項　目

2020年9月末

2021年9月末

（単位：百万円）

（単位：億円）

項　目
リスク・アセット 所要自己資本の額

（単位：百万円）

（注）自己資本比率の算出方法を定めた「信用金庫法第89条第１項において準用する銀行法第14条の２の規定に基づき、信用金庫及び信用金庫連合会がその保有する資産等に照らし自己資本の充実
の状況が適当であるかどうかを判断するための基準（平成18年金融庁告示第21号）」に基づき算出しております。なお、当金庫は国内基準により自己資本比率を算出しております。

（注）１． 所要自己資本の額＝リスク･アセット×4％
　　２．「エクスポージャー」とは、資産（派生商品取引によるものを除く）ならびにオフ･バランス取引及び派生商品取引の与信相当額等のことです。
　　３．「ソブリン」とは、中央政府、中央銀行、地方公共団体、地方公共団体金融機構、政府関係機関、土地開発公社、地方住宅供給公社等のことです。
　　４．「３ヵ月以上延滞等」とは、元本または利息の支払が約定支払日の翌日から3ヵ月以上延滞している債務者に係るエクスポージャー及び「ソブリン向け」、「金融機関及び第一種金融商品取引業者向け」、

「法人等向け」においてリスク･ウェイトが150％になったエクスポージャーのことです。
　　５．TLAC（Total Loss Absorbing Capacity）とは、グローバルに活動している金融機関が万一危機に陥った場合に、当該金融機関の債権者等に損失を負担させ、かつ、資本の再構築を行うことに

より、当該金融機関の重要な機能を維持しつつ秩序ある処理を行うことを目的とした国際的な枠組みにおいて、対象となる各金融機関が予め確保すべき「総損失吸収力」のことです。
　　6．オペレーショナル･リスク相当額の算出には、粗利益配分手法を採用しています。

（注）1. 2021年9月末の「評価差額」及び「含み損益」は、2021年9月末時点の帳簿価額（償却原価法適用後、減損処理後）と時価との差額を計上しています。
　　2. 有価証券のほか、買入金銭債権中の貸付債権信託受益権等を含めて記載しています。
　　3. なお、満期保有目的の債券に係る「含み損益」は以下の通りであります。子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものは該当ありません。

2021年3月末 2021年9月末
金融再生法上の不良債権（A）
　 破産更生債権及び
　 これらに準ずる債権
　 危険債権
　 要管理債権
正常債権
合計（B）
不良債権比率
（A/B×100）
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12,962
13,424

3.44％
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522
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12,978
13,559

4.28％
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55

607
6

12,825
13,494

4.96％

9,947
131
6,353
3,461

56
1
62
△7

127
8
80
38

70
7
18
45

その他有価証券
株　式
債　券
その他

時価
評価差額
うち益 うち損

10,918
112
6,755
4,051

102
19
42
40

172
20
68
82

70
1
26
42

時価
評価差額
うち益 うち損

11,353
118
6,758
4,476

154
21
60
72

207
24
73
109

52
2
13
36

時価
評価差額
うち益 うち損

破産、会社更生、再生手続などの事由により経営破綻に
陥っている債務者に対する債権及びこれらに準ずる債権。

○破産更生債権及びこれらに準ずる債権

債務者が経営破綻の状態には至っていないが、財政状態
及び経営成績が悪化し、契約に従った債権の元本の回収
及び利息の受取りができない可能性の高い債権。

○危険債権

「3ヵ月以上延滞債権」及び「貸出条件緩和債権」に該当す
る貸出金。

○要管理債権

2021年3月末 2021年9月末2020年9月末

（単位：億円）

満期保有目的の債券

帳簿価額
含み損益
うち益 うち損 帳簿価額

含み損益
うち益 うち損 帳簿価額

含み損益
うち益 うち損

2021年3月末 2021年9月末2020年9月末

安全性、市場リスクに配慮して慎重かつ効率的な資金運用に努めています。

（単位：億円）

2021年9月末
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16.19%

 353 13 14 0  375 12 12 0  366 12 13 0


